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2 　2012年 7 月18日判決とその分析

































































申請者給付法の 3 つを紹介する（1. 2）。
　1. 1　外国人の滞在に関する法律












）」の第 1 章と第 2 章を構成している。以下、それぞ
れについて簡単に紹介する。
　1. 1. 1　EU 自由移動法
（11）
　EU 自由移動法が対象としているのは、ドイツ以外の EU 構成国の国民
と、その家族及び欧州経済領域（EEA）諸国国民とその家族である。1992



























































































　（ 1 ）社会法典第 2 編における給付と外国人







2 文で、ドイツに日常的に滞在しており、第 8 条第 2 項に定める条件を満た









































































において給付の対象者と受給権の終了する場合を、第 1 a 条では受給権が制
限される場合を定めている。














項第 3 号 a）、滞在法第25条第 4 項第 1 文
（32）
に規定する滞在許可を有している




いない場合（第 1 項第 3 号ｃ）、④滞在法第60a 条に規定されている猶予
（34）
が
なされている者（第 1 項第 4 号）、⑤国外退去の催告が未だ執行可能でない
場合又はもはや執行可能でない場合をも含めた、出国義務の履行が強制可
能な者（第 1 項第 5 号）、⑥第 1 号から第 5 号までに掲げる者の配偶者、生















　（ 4 ）受給権の制限；庇護申請者給付法第 1 ａ条
　現行の第 1 ａ条は次のように規定している。すなわち、第 1 条第 1 項第 4
号及び第 5 号による受給権者と、第 1 条第 1 項第 6 号に規定する受給権者
で、第 1 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に掲げる者の家族である者は、この法律
に基づく給付を受給するためにこの法律の適用領域に入った場合は、個別の
状況に鑑みて官庁が給付を拒否することができず、必要な場合に限り、この















別とする（第 2 項第 1 文）。第 1 文に該当する者には、その出国又は国外退
去の実行までの間、食事及び宿を含めた暖房並びに身体衛生及び健康管理の
需要を充足するための給付のみが与えられる（第 2 項第 2 文）。また、庇護









































EU 市民であれば、 3 ヶ月を超えない範囲で滞在が無条件で可能となるのに
対して、第三国国民は滞在の目的に応じた滞在資格を得なければ、ドイツに










2 　ドイツ連邦憲法裁判所2012年 7 月18日判決と
　　その分析


























Grundrecht auf Gewährleistung eines menschenwürdigen Existenzminimums, 
以下、「当該基本権」ともいう）」と相容れないもの、と判断した。以下で
は、連邦憲法裁判所が給付額を違憲と判断したという、本判決の主要部分に














































































































基本権は通常、「何人も（jeder）…権利を有する」（基本法第 2 条第 1 項及













4 4 4 4 4 4 4 4 4
ので、認めることが試みられて
いる。 1 つには、 1 条 1 項および 2 項、19条 2 項が援用される。ドイツ人の
権利を含めてすべての基本権が人間の尊厳と人の権利を内容としてもち、そ















































































































定に基づいて立法すること（ 2 -ｂ- 1 ）であり、もう一つは、庇護を求める
者や移民が滞在先としてドイツを選ばないように仕向けるという移民政策的
考慮に基づいて人間の尊厳に値する最低生活保障に必要な水準より下に給付
額を定めること（ 2 -ｂ- 2 ）である。























2 条第 1 項
（67）











































4 4 4 4 4
〔移民流入〕抑止の道
4 4 4 4
具とする場合は
4 4 4 4 4 4 4
、〔庇護申請者給付法は〕社会国家性
4 4 4 4 4
（Sozialstaatlichkeit）
と一致しえない
4 4 4 4 4 4 4
…。苦境において適切かつ人間の尊厳に値する取扱いを求め




4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、外国人に対しても妥当しなければならない

















































































　（ 1 -ａ）社会法典第 2 編





由移動法第 2 条第 3 項に基づいた自由移動権者
（76）
でもない者及びその家族に




















































































































































EU 自由移動法第 2 条第 3 項に基づいた自由移動権者でもない者は、滞在開
始から 3 ヶ月の間は給付を受けることができない」という規定は、2016年改



































4 4 4 4 4 4 4
決定について立法者が
有する裁量を統制することにつき、人間の尊厳に値する最低生活保障を求め
る基本権がもつ可能性を提示する。まず 3. 2. 1 において、判例や学説を参
照することにより、「滞在法と扶助法の関係」という視点から、当該基本権













































































　原告は、イラン国籍を有する単身者であり、1984年 3 月 3 日に観光ビザ
をもってドイツ連邦共和国に入国した。このビザの有効期限は 1 カ月であ














は、連邦社会扶助法第120条第 1 項第 1 文後段により給付から除外された者










































































































































　（ 5 -ａ）S. Devetzi 及び C. Janda の見解
　いずれも社会保障法（Sozialrecht）を専門とする教授である S. Devetzi












4 4 4 4 4
及び〔第 2 編の〕基礎保障法の範囲内では
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
許されない

























































4 4 4 4 4 4
望ましい態度を貫徹させようとする






















































































































































































































（ 8 ）Gesetz über die allgemeine Freizügigkeit von Unionsbürgern（連合市民の一
般的な自由移動に関する法律） vom 30. Juli 2004 （BGBl. I, S.1950, 1986）.
（ 9 ）Gesetz über den Aufenthalt, die Erwerbstätigkeit und die Integration von 
Ausländern im Bundesgebiet（連邦領域における外国人の滞在、職業活動及び統
合に関する法律） vom 30. Juli 2004（BGBl. I, S.1950）.
（10）Gesetz zur Steuerung und Begrenzung der Zuwanderung und zur Regelung 
des Aufenthalts und der Integration von Unionsbürgern und Ausländern（移
民の制御及び限定並びに連合市民及び外国人の滞在及び統合の規制のための法律） 
vom 30. Juli 2004（BGBl. I, S.1950）.
（11）松本勝明「EU 市民の EU 域内での自由移動と社会給付の受給」年報公共政策
学第 9 巻（2015年）127-141頁を参考にした。
（12）Richtlinie über das Recht der Unionsbürger und ihrer Familienangehörigen, 
sich im Hoheitsgebiet der Mitgliedstaaten frei zu bewegen und aufzuhalten, 


























国人の入国及び滞在に関する法律（外国人法）Gesetz über die Einreise und den 



































（27）Asylbewerberleistungsgesetz in der Fassung der Bekanntmachung Vom 5. 
August 1997（BGBl. I S. 2022）. ここでは、渡辺富久子「ドイツにおける難民に関
する立法動向」外国の立法264号（2015年）64-84頁を参照した。なお、本項目で扱



















（33）1. 1. 2 を参照。








ける事実上の滞在を指すものと考えられる。Vgl. Volker Wahrendorf, Rn. 63 
zu § 1 a, AsylbLG, in: ders./Cristian Grube （Hrsg.）, SGBXII Sozialhilfe mit 
Asylbewerberleistungsgesetz Kommentar, C.H.Beck 2018, 6. Auflage, S. 1002.
（38）庇護申請者給付法第 2 条は、15月以上大きな中断なく連邦領域に滞在し、滞在













（42）庇護法第15条第 2 項第 4 号は、外国人に対して「外国人の旅券又は旅券代用書
類を、この法律の実施を委任された官庁に提出し、手渡し、及び預けること」を義
務付けている。






















（47）猶予については、1. 1. 2 を参照。
（48）1. 1. 2 を参照。
（49）BVerfGE 132, 134 ［159-166］.
（50）BVerfGE 132, 134 ［166-173］.
（51）Vgl. Josef Isensee, Menschenwürde: Rettungsinsel in der Flüchtlingsflut?, 
in: Depenhauer/Grabenwarter （Hrsg.）, Der Staat in der Fluchtlingskrise: 




238; Eberhard Eichenhofer, Menschenwürde durch den Sozialstaat - für alle 
Menschen?, SGb2012, S. 567.
（52）コンラート・ヘッセ（初宿正典ほか訳）「ドイツ憲法の基本的特質」（成文堂、
2006年）186頁。
（53）第 8 条第 1 項「すべてのドイツ人は、届出又は許可なしに、平穏に、かつ武器
を携帯せずに、集会する権利を有する。」










と誤りである、と主張する。Vgl. Paul Tiedemann, Anmerkung: Verfassungswi-
drigkeit der Leistungssätze des Asylbewerberleistungsgesetzes, NVwZ 2012, S. 
1032.
（59）BverfG, Urt. vom 9. 2. 2010 -1BvL 1,3,4/09- （BVerfGE 125,175）. この判決の





















こで示されている他の基本権とは、平等原則（基本法第 3 条第 1 項）、および家族
保護条項（第 6 条第 1 項）から生ずる基本権である。連邦憲法裁判所は、「憲法上
決定的といえるのは、個々の要扶助者にとって最低生活が基本法第20条第 1 項と結
びついた基本法第 1 条第 1 項に基づいて十分に把握されているかどうかのみであ
る」として、当該基本権の他に、これらの基本権が最低生活の決定に影響すること
はないと述べた（Vgl. BVerfGE 125, 175 ［227］.）。
（62）当該基本権のいう最低生活を満たすのに必要な基本的需要が条文上把握されて
いることから、またその上で具体的な給付額を参照しても、それらが明白に不十分













どうかである（vgl. BVerfGE 132, 134 ［162 f.］.）。
（64）参照、松本（前掲注45）128頁。
（65）Vgl. BVerfGE 132, 134 ［170 f.］.





期間中に給付を濫用しなかった受給権者には、本法第 3 条から第 7 条までの規定に
かかわらず、社会法典第12編を準用しなければならない。」
（68）BVerfGE 132, 134 ［172］.
（69）Vgl. BVerfGE 132, 134 ［172 f.］.




（72）BTDrucks 12/5008, S. 13f.
（73）Ebenda, S. 14.
（74）Vgl. Ebenda, S. 14.
（75）したがってここでは、社会法典第 2 編第 7 条については2012年 4 月 1 日から
2016年 7 月31日まで有効であった、2011年12月20日版の条文を、社会法典第12編第






制定当時から存在した ものである（2001年 7 月 1 日から2004年12月31日まで有効




（78）第 1 項第 3 文「その他、個々の事例において正当化される場合に限り、社会扶
助が行われうる。」
（79）Vgl. Dorothee Frings, Soziale Teilhabe wandernder Unionsburger_innen, 
Vorgänge 2014, Nr 4, S. 20.
（80）BSG, Urt. v. 3.12.2015-B 4 AS 44/15 R, BSGE 120, 149-170.
（81）BSGE 120, 149 ［169］.
（82）Vgl. BSGE 120, 149 ［167］.
外国人の「人間の尊厳に値する最低生活保障を求める基本権」を　　　　　　
めぐる現況と可能性（山本）　341
（83）BSGE 120, 149 ［169 f.］.




（86）Barbara Klopstock, Sozialleistungen für EU-Bürger: Der Gesetzgeber schlägt 
zurück, ZESAR 2017, S. 427. なお学説では、2013年の段階ですでに「滞在権が専
ら求職目的から生じている者」を給付から一括的に除外することが最低生活保障に
対する基本権に反すると論じる者もいた。Vgl. Thorsten Kingreen, Staatsange-
hörigkeit als Differenzierungskriterium im Sozialleistungsrecht, SGb 2013, S. 
132-139.
（87）Gesetzesentwurf der Bundesregierung vom 7.11.2016, BTDrucks. 18/10211, S. 1.
（88）Gesetz zur Regelung von Ansprüchen ausländischer Personen in 
Grundsicherung für Arbeitsuchende nach Zweiten Buch Sozialgesetzbuch und 
in der Sozialhilfe nach dem Zwölften Buch Sozialgesetzbuch vom 22. Dezember 




und Berufsausbildung） を、 受けることを認められる。構成国は、 これらの子ども
が最良の状態で教育に参画することができるように最大限努力するものとする。」







に滞在の権利を生じさせるものと解釈されている。Cf. Elspeth Guild, Steve Peers 
and Jonathan Tomkin, The EU Citizenship Directive：A Commentary （Oxford 























（93）BVerfG, Beschl. v. 19.12.1951 - 1 BvR 220/51 - = BVerfGE 1,97-108.





決と比較されることが多い。Vgl. Tiedemann （Anm. 58） S. 1032 ; Isensee （Anm. 
51） S. 236.
（95）BVerwGE 1, 159 ［162］.
（96）BVerfG, Beschl. v. 18.6.1975 - 1 BvL 4/74 - = BVerfGE 40, 121-140.








いったという批判につき、vgl. Josef Isensee （Anm. 51） S. 235-237. また、後出注
111の Lepsius のハルツⅣ判決に対する批判も、連邦憲法裁判所による人間の尊厳
原理の援用方法への批判と読むこともできるであろう。
（99）BVerfGE 82, 60 ［85］.








（101）Vgl. Eberhard Eichenhofer, Soziale Menschenrechte im Völker-, europäischen 
und deutschen Recht, Tübingen, 2012, S. 171 ff.










Meinke, in Verbindung mit, Berlin 2006, S. 39. 〔 〕内は筆者） と述べる。Meinke
は、第20条第 1 項の社会国家原理から生ずる立法者の任務が、第 1 条第 1 項の人間



















はずである」。（Mattias Jestaedt/Oliver Lepsius/Christoph Möllers/Christoph 






Wenner, Rn. 14 zu §51 SGG, in: Knickrehm/Kreikebohm/Waltermann （Hrsg.）, 
Kommentar zum Sozialrecht, 6. Auflage, München 2019.
（105）Auslanderbehörde と同様「外国人局」という訳語をあてるのは、地域によ
って名前が異なるものの、それらは同じ機能をもつからである。参照、<https://
www.juraforum.de/lexikon/auslaenderbehoerde> 2019年10月 7 日アクセス。
（106）Gesetz über die Einreise und den Aufenthalt von Ausländern im 
Bundesgebiet（外国人の入国及び滞在に関する法律〔外国人法〕） vom 9. Juli 1990




（108）Vgl. BVerwGE 78, 314 ［318-320］.



























（117）BSGE 120, 149 ［166］.
（118）BSGE 120, 149 ［166］.
（119）BSGE 120, 149 ［169］.
（120）BSGE 120, 149 ［168 f.］.
（121）Stamatia Devetzi/Constanze Janda, Das Gesetz zur Regelung von 
Ansprüchen ausländischer Personen in der Grundsicherung für Arbeitsuchende 

















（126）Vgl. Devetzi/Janda （Anm. 121） S. 201.
（127）Ebenda, S. 201.






が違憲であるとの判決を出した（BVerfG, Urteil vom 05. November 2019 – 1 BvL 
7/16 –, juris）。本稿でこの判決を扱う余裕はないが、当該基本権の規範内容を明
らかにするうえで注目に値する。


































Beschluss vom 31. Mai 2016 – L 8 SO 8/16 B ER –, juris, Rn. 19. その他、同趣
旨の決定として、vgl. LSG Sachsen-Anhalt, Beschl. v. 25.07.2016 - L 8 SO 19/16 










と評価している（Uwe Berlit, Die Regelung von Ansprüchen ausländischer Per-





Thym, Sozialhilfe für erwerbsfähige Unionsbürger: Das Bundessozialgericht 
auf Umwegen, NZS 2016, S. 444 f.
